
 

 

岩手県岩手郡葛巻町議会 

 

１ 政策づくりと監視機能を十分に発揮している議会 

 (1)議会の活性化に向けた取り組み 

 議員定数の削減や議員報酬の減額などの行財政改革が求められるなか、地域

の議員から町の議員への意識改革とさらなる議会改革を目指すことを基本に、

当議会は議会の機能を維持しつつ、議員定数 10 人の岩手県内最小の議会構成で

取り組んでいる。 

 また、議会運営委員会を中心に研修会や検討を重ね、議員全員で様々な問題

や課題を共有して充実した議論するため、議案の審査等を行う常任委員会を一

つにするなど、議会の活性化に向けて取り組んできた。 

 (2)葛巻町議会総合条例の制定 

 地方分権の時代を迎え、議会は様々な町民の声を反映させるため、町政に対

する監視と評価を行うことに加え、政策を立案していくことが期待されている。 

 当議会は議員定数が 10 人で、県内でも最小の議会であるが、さらに議会活動

の活性化を図るため、現在の議会運営に沿う条例、規則のあり方や、通年議会

の導入などを全議員で検討して進めてきた。そのなか、地方自治法が 24 年９月

に改正され、通年の会期制の制定や本会議で公聴会や参考人制度を活用できる

ことになった。 

 この経緯を踏まえ、町民に身近な議会を目指すことなどを総合的に調整し、

関係条例や諸規則を統合して、全国的にも希な組み立てとなる「葛巻町議会総

合条例」を制定した。この条例では、議会への町民参加を進めるため、あらか

じめ議会を開く日を「定例日」として定めた。また、参考人や公聴会制度を本

会議で活用できる規定などを盛り込んだ。 

 この条例の施行は 26 年 1 月 20 日であるが、施行後の初議会において、地方

公共団体の事務に関する調査等のため、有識者を参考人招致して意見を聴く機

会を計画している。 

 

２ 住民に開かれた議会 

 (1)議会報告会の開催 

 議会から町民に活動内容を周知する手段として議会広報による方法があるが、

より町民に見える議会にするためには直接町民に声を届けて聞く方法が最良と

いう考えから、議会報告会を最小議会となった平成 20 年から開催した。 

 議会報告会は夜に開催し、議会や町政に対する思いや要望など、町民の声を

多く聞くことができた。また、地域の抱える問題や課題は、その地域によって



 

 

違うと考え、全自治会を対象に開催することにし、地区をある程度まとめなが

ら全自治会を一巡した。 

 議会報告会で出された意見や要望は、内容によって全議員で現地を調査して

取りまとめし、「すぐにできると思われるもの」、「町当局の考えを必要とするも

の」、「対応が困難なもの」に区分し、町に対してその内容を伝えて回答を求め、

その結果を地区にお知らせし、議会だよりでも町民に周知してきた。 

 なお、葛巻町議会総合条例では、今後開催する議会報告会を「ふるさと懇談

会」の名称で開催し、より町民に身近な議会を目指していく。 

 (2)有線放送を活用した議会放送 

 葛巻町では、災害時の情報を町民に知らせるため、光ファイバー網を活用し

た地域情報通信基盤施設を整備している。また、そのインフラ整備を活用して、

自主放送チャンネルの「くずまきテレビ」を平成 23 年４月から開局している。

議会では、自主放送チャンネルを活用し、全国的にも事例が少ない議会中継を

生放送している。また、議会を視聴できなかった町民の方に応えるため、議会

の録画放送を行っている。 

 この有線放送は、町内全家庭と事業所が加入しており、家庭や職場にいなが

ら議会が見られるため、町民に議会の関心を持ってもらうことができ、より町

民に身近な議会を実現している。町民からの反応は、上々である一方で、議会

に対する厳しい声も届くなど、町民の関心が高くなっている。また、議会が生

放送で全世帯に放送されるため、議員個人の意識の向上にもつながっている。 

 

３ 地域振興のために特別な取組みをした議会 

 葛巻町は、豊かな自然があふれる町で「ミルクとワインとクリーンエネルギ

ーの町くずまき」をキャッチフレーズに、地域の資源を活用した町づくりを進

めている。特にも、新エネルギーの推進は、町が取り組みを始めた時期から議

会でも海外先進地へ視察や研修を行い、町と議会が両輪となって新エネルギー

を推進してきたところである。 

 この結果、本町のエネルギー関連施設の視察に訪れる方も年々増加し、観光

入込数は平成 11 年度の 19 万人から、平成 24 年度には 47 万人まで増加し、地

域資源を最大限に活用した取り組みの成果が表れている。 

 このほか、木質バイオマスの活用による雇用の創出や集落コミニュティーセ

ンターに太陽光発電や蓄電池を整備するなど、再生可能エネルギーの利活用に

よる「安全・安心なまちづくり」につながり、山村のモデルとなる町づくりが

展開されている。 

 


